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インターネットにおける「炎上」の対処法に関する考察

一情報倫理育成の視点、から-

1.本研究の目的

現在、日本の世帯の 92.7%にインターネット

は普及している。そして、着々にブロードバン

ド化も進み数年後には全世帯で快適にインター

ネットが使用できるという環境が整うだろう。

インターネットをコンビューターの専門家のみ

が使う時代が終わり、次第にどんな人でも利用

するようになってきている。これにより、以前

は利用者が自然に意識していたネチケットを知

らない利用者が増え、インターネット上でさま

ざまな問題が生じるようになった。その例とし

て、著作権の侵害やネット詐欺、偶人情報の窃

盗が挙げられるが、その他にネットの匿名性と

いう性質が利用者に責任を負わない自由な発言

を可能にし、他者に害を与えることもある。そ

して実際にプログや SNSのコメント欄に、記事

の内容に対する批判的な意見や記事の作者に対

しての誹説中傷が殺到する現象が密撃されるよ

うになった。この現象は「炎上J と呼ばれてい

る。炎上が大規模な問題に発展したケースはま

だそんなに多くはない。しかし、この現象を考

察することで今後のインターネットでのコミュ

ニケーション研究が前進する可能性があると考

える。そこで本研究では、「炎上Jとし寸現象を

考察し対処法を考えだすことを試みる。
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第 l章では、しばしば炎上が起こる場所であ

るプログ・ SNSが個人の情報を発信できるメデ

ィアであり、他者からの書き込みが可能な構造

になっていることを説明し、広く知られている

炎上の実例を紹介した。そして、炎上の原因と

プロセスを考察し、それらを踏まえて炎上を定

義した。

第2章では、インターネットが普及し、それ

に伴ってコンビューターを利用したコミュニケ

ーションが行われ始めた。このようなコミュニ

ケーションを CMCという。 CMCには、非言語

的情報が欠如している、匿名性などの特徴があ

るが、この特徴によってインターネット上での

コミュニケーションでさまざまな陀題が生じて

いる。この中の「フレーミング」という問題に

言及し、その「プレーミングJ研究にさまざま

な疑問がある点に触れた。
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第3輩では、炎上を分析するのにプレーミン

グ研究だけでは不十分なので、 r2ちゃんねるj

のコミュニケーションを考察した。その際、 r2

ちゃんねるJ内のルールと「祭り」、他メディア

との関わりに着目した。その結果、一つの集団

としてのr2ちゃんねる」を見ることができた。

第 4章では、炎上を引き起こさないための心

構えとしてインターネット上で「空気を読む」

ことを推奨し、実際に炎上が起こった場合の対

処法についてもフローチャートにしてまとめた。
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